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鳥取県における休廃業・解散及び
倒産事業者の推移

後継者の不在率

　過去10年間の推移を見ると、倒産件数は徐々に減少傾向に
あるものの、休廃業・解散件数は微減程度で高止まりしている
状況にあります。

　鳥取県内事業者の後継者状況を見ると、7割を超える事業
者が後継者不在となっています。これは全国平均を上回る状
況にあり、円滑な事業承継が大きな経営課題であると考えら
れます。

　当行でお取引先事業者の皆さ
まからの事業承継やＭ＆Ａに関す
る相談受付件数は、年々増加傾向
にあります。

　当行では、本部に「事業承継・M&A
担当者」を配置するとともに、外部専門
機関等と連携したサポートを実施して
おります。

　後継者不在を背景に事業継続を経営課題として抱えている企業と、更なる事業拡大ニーズを有する企業との間でM&Aを仲介し、
地域内での雇用を維持するとともに、事業拡大を支援しました。

円滑な事業承継に向けたポイント
・ 金融機関や専門家等への早めの相談
・ 後継者育成を行っておくこと
・ 自社株の状況を把握しておくこと

出所 ： ㈱帝国データバンク 平成28年3月　2016年後継者問題に関する企業の実態調査出所 ： ㈱帝国データバンク 平成29年2月　2016年企業の休廃業・解散動向調査

　当行では、県内外4会場において、税
理士や外部専門家を招いた事業承継
セミナーを開催し、各種情報提供に努
めています。

　当行では、自社株買取等による円滑
な事業承継やM&Aなどを支援し、地域
の雇用維持や拡大につなげていくた
め、専用融資商品やファンドの取扱いを
行い、資金面をサポートしております。
　

　地域において、経営者の高齢化
や後継者不足に起因する事業者の
休廃業・解散が大きな課題となって
おります。
　当行では、事業継続に不安や課
題を抱える事業者の皆さまに対し
て、これまでに培ってきたノウハウ
や外部専門機関との連携を活かし、
事業承継や後継者問題の解決策と
してのM&A支援を積極的に取組ん
でおります。

データで見る鳥取県の現状 支 援 事 例　M&Aを活用し、第三者への承継を支援しました

専門担当者を配置！ セミナーを通じた情報提供！ 資金面もバックアップ！

事業承継・Ｍ＆Ａ相談受付件数
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鳥取銀行

譲渡企業　Ａ社（建具業）

業暦30年を超える老舗建具店。
代表者の高齢化や後継者不在により、数年後
に自主廃業を検討する一方で、従業員の雇用
継続について課題を抱えていた。

事業継続が可能となり、従業員の雇用維持に
つながった。

譲受企業　Ｂ社（建築業）

住宅や店舗の設計から施工まで行う建築業者。
複数のデザイナーを有し、独自性の高いデザ
イン設計を行う一方で、建具・家具の外注費
増加が経営課題となっていた。

自社で建具部門を持つことにより、外注費を
削減し、一貫した工事が可能になった。

Ｍ＆Ａ仲介

第三者への承継を提案 Ｍ＆Ａの案件情報を提案
株式の買取代金をご融資

経営課題を共有 ニーズを共有

株式の買取代金

企業の経営権

倉吉支店 米子営業部

高まる事業承継・

M&A支援のニーズ

Ｍ＆Ａとは ：  Merger（合併）&Acquisition（買収）の略であり、近年、競争激化、規制緩和、産業構造の変化などを背景に、大企業だけではなく、
 中堅・中小企業にも広がってきており、一般的な経営戦略の一つとして定着しつつあります。

とりぎんの“事業承継・　M&A支援”～地域の雇用を守ります！～
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